
資料７  

【 河川課所管 社会資本総合整備計画評価審議資料】  

○ 計画の名称 

１）「 新五流域総合治水対策プラン」 に基づいた総合的な治水対策の推進（ 防災・ 安全）  

２ ）「 新五流域総合治水対策プラン」 に基づいた総合的な治水対策の推進（ 防災・ 安全）

緊急対策 

・ 説明資料（ パワーポイント ）      ・ ・ ・ p１～７ 

・ 社会資本総合整備計画事後評価書（ １）     ・ ・ ・ p９  

・ 社会資本総合整備計画事後評価書（ ２）     ・ ・ ・ p１０  

・ 社会資本総合整備計画（ 参考資料）（ １）    ・ ・ ・ p１１～１９ 

・ 社会資本総合整備計画（ 参考資料）（ ２）    ・ ・ ・ p２１～３４ 
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事後評価
社会資本総合整備計画

県土整備部 河川課

１．「新五流域総合治水対策プラン」に基づいた総合的な治水対策の推進（防災・安全）

２．「新五流域総合治水対策プラン」に基づいた総合的な治水対策の推進（防災・安全）
緊急対策

2

整備計画の名称 計画期間

「 新五流域総合治水対策プラン」 に基づい
た総合的な治水対策の推進（ 防災・ 安全） H27～H31

「 新五流域総合治水対策プラン」 に基づい
た総合的な治水対策の推進（ 防災・ 安全）
緊急対策

H27～H31

評価対象計画一覧
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岐阜県における河川整備の方針

「岐阜県強靭化計画」において、総合的な水害対策およびインフラ長寿命化にかかる推進方針を策定して

おり、計画に基づき、着実に河川整備を進める。

※ 「岐阜県強靭化計画」を指針として、「新五流域総合治水対策プラン」で具体的な河川整備や維持管理の
施策を規定。

河川改修方針

・県内５流域を対象に、河川改修やダム、
遊水地などの貯留施設を効果的に組
み合わせ、流域全体で総合的に地域
の安全度を向上させる治水対策と洪
水氾濫時の被害を最小限にとどめるた
め河川情報の提供や土地利用規制な
どのソフト対策を組み合わせた「総合
的な治水対策プラン」を策定。

・プランでは、流域ごとに短期目標（5年
程度）、中期目標（30年程度）、長期目
標を設定し、段階的かつ計画的に河川
整備を進めてきた。

・平成25年度にプランを改定し、治水対
策に加え、河川構造物の耐震化・長寿
命化を盛り込み、今後10年間の次期
短期目標を設定した。

新五流域総合治水対策プラン

平成19年度策定
（平成25年度改定）

○ 「近年浸水被害対策」
近年に甚大な浸水被害が発生した河川を最重点河川

に位置づけ、それらの河川に重点的に投資する。
事業の実施には、段階的な目標や重点整備区間を設定
し、効果の早期発現を図る。

○ 「老朽化対策」
河川管理施設の老朽化が進行し、その機能低下が懸

念されるため、平成25年度に策定した「岐阜県河川イン
フラ長寿命化計画」に基づき、施設の整備・更新を計画
的に行い、施設の信頼性の確保に努める。

○ 「河川緊急点検（H24)に基づく対策」
河川堤防の緊急点検の結果、対策が必要と判断され

た箇所について優先的に事業を実施し、要対策箇所の
早期解消を図る。

具体的には、

4

重点計画と一般計画について

① 抜本的な治水対策として実施する事業

対象施設は遊水地、放水路及び地下調節池の内、社会資本総合整備計画の事業期間内に完成する見込みがあるもの

② 大規模地震により甚大な被害が発生することが想定される地域において、以下の４条件全てに合致する河川で実施する

地震・津波対策事業
１．津波到達時間１２０分以内、２．比高差が２．０ｍ以上、３．氾濫区域内人口が５，０００人以上、

４．社会資本総合整備計画の事業期間内に一連区間が完成する見込みがあるもの

③ 近年（Ｈ２２～Ｈ２４、Ｈ２３～Ｈ２５、Ｈ２４～Ｈ２６）、床上浸水被害（３年間の延べ床上浸水戸数２５戸以上）により甚大な

被害が発生した水系において実施する河川事業

④ 特定都市河川浸水被害対策法に基づく「流域水害対策計画」、又は、水管理・国土保全局長通知による実施要綱に基づく

「100mm/h安心プラン」に位置付けられ、下水道部局などと連携して実施する事業

⑤ 河川管理施設の長寿命化計画の策定及び老朽化の進行等により機能が低下した河川管理施設の更新、又は、点検等に

基づく改善措置のために実施する河川事業

交付金の重点配分方針

防災・安全交付金における河川事業においては、頻発する水害に対する事前防災・減災対策や、大規模地
震に備えた地震・津波対策及び、河川管理施設等の戦略的維持管理・更新をハード・ソフトの両面から強力
に推進するとの考えの下、以下の事業に特化して策定される整備計画に対して重点配分を行うこととされて
いる。

本県河川事業において、上記事業に該当する箇所を抽出して、重点計画（計画末尾に「緊急対策」と記載）を
策定。

例：境川（近年浸水被害）、津保川（浸水重点事業）、山田川排水機場（長寿命化）

H27重点配分方針

（※ H30浸水被害を受け追加）
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計画の概要

１．計画名

「新五流域総合治水対策プラン」に基づいた総合的な治水対策の推進（防災・安全）

一般計画 重点計画（緊急対策）

２．計画期間 平成２７年度～平成３１年度

３．計画の対象 河川事業

４．計画の目標 「新五流域総合治水対策プラン」に基づき、ハード対策（河川改修事業）と、ソフト対策（情報伝達・避
難等）を効果的に組み合わせた総合的な治水対策と、「岐阜県河川インフラ長寿命化計画」に基づく
河川構造物の延命化（長寿命化）および耐震化を進め、安心安全な県民生活の確保を図る。

５．計画の成果目標
（定量的指標）

① 近年発生した浸水の被害戸数のうち、被災
時と同程度の出水に対し、河川整備により浸
水被害が解消される戸数

1,473戸（H27当初）→1,703戸（H31）

① 近年発生した浸水の被害戸数のうち、被災時と
同程度の出水に対し、河川整備により浸水被害が
解消される戸数

760戸（H27当初）→864戸（H31）

② 河川管理施設の長寿命化措置及び大規模地震
による二次被害を防止するための耐震化を行うこ
とで非常時でも稼働を確実にする施設数

11施設（H27当初）→19施設（H31）

6

事業の進捗状況

基幹事業
64

総事業数
69

効果促進事業
5

計画期間内に完了した事業
6

計画期間後も引き続き実施する事業
58

計画に位置付けられた事業の進捗内訳
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事業実施事例（広域河川改修：杭瀬川）

■ 事業箇所 ：大垣市、池田町

■ 全体延長 ：L=7.6km
■ 全体事業費：約111億円

■ 整備内容 ：築堤、護岸工、サイホン改築 等

■ 事業期間 ：S25～R20

・近年は、上流の池田町やＪＲ東海道本線上流部で、平成２年、平成１４年、平成１６
年に浸水被害が発生。

・改修により、浸水被害を軽減。

東川

奥川

菅野川

養老鉄道

国
道

2
1
号

J
R
橋

凡例

H26以前整備箇所

計画期間内実施箇所

未整備箇所

菅野川サイホンの改築と築堤整備の状況

事業実施事例（総合治水対策：境川）

■ 事業箇所 ：岐阜市、各務原市、羽島市
岐南町、笠松町

■ 全体延長 ：L=17.9km（境川）
L=  3.2km（新荒田川）

■ 全体事業費：約464億円

■ 整備内容 ：橋梁架替、掘削護岸工 等

■ 事業期間 ：S63～R20

・近年は、平成２０年、平成２５年、平成２６年と連続して浸水被害が発生。
・改修により、浸水被害を軽減。

8

栄
川
橋 全体延長 L=17.9km（境川）

凡例

H26以前整備箇所

計画期間内実施箇所

未整備箇所

上戸排水機場

（流域分離）

狭窄部であった外輪橋架替と河川拡幅の状況

流域内における公園での貯留対策の状況
（流域貯留浸透事業）
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事業実施事例（特定構造物改築：牧田川 旧水門川排水機場）

■ 事業箇所 ：大垣市横曽根 水門川
旧水門川排水機場

■ 全体事業費：約35億円

■ 整備内容 ：主ポンプ設備、系統機器設備
分解整備、更新等

■ 事業期間 ：H25～

・建設から60年以上が経過し、老朽化が進行。（昭和25年建設）
・予防保全型の維持管理により、機能を維持。

旧水門川
排水機場

ポ
ン
プ4

号
機

内
燃
機
関2

号
機

主
ポ
ン
プ
盤2

号
機

対策前 対策後

外観

設備

分解整備

更新

分解整備

位置図

事業実施事例（情報基盤）

■ 事業箇所 ：岐阜県

■ 整備内容 ：CCTVカメラ、通常型水位計、簡易型河川監視カメラ、危機管理型水位計等

■ 事業期間 ：H２８～

・市町村や住民に対して迅速かつ的確に河川情報の提供をするため観測施設の整
備を実施。

10

H31年度末 観測機器数
・通常型水位計１２０箇所、危機管理型水位計３９５箇所、ＣＣＴＶカメラ５４箇所、簡易型監視カメラ７６箇所

簡易型河川監視カメラ（和良川） 危機管理型水位計（天王川）

設置した観測機器は岐阜県川の防災情報で公開
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①目標値の達成状況

指標 定義
目標と指標及
び目標値の

関連性
従前値 目標値 結果 適用

単位
基準
年度

目標
年度

年度

平成元年以降の主要洪水によ
り浸水を受けた家屋（2,222戸）
のうち、被災時と同程度の出
水に対し、 河川整備により浸
水被害が解消される家屋数。

戸
被災時と同程度の出水
に対して再度浸水させ
ないための対策

河川改修を進
めることにより、
再度災害の防
止を図る。

1,473 H27 1,703 H31 1,609 H31 未達成

11

◆ 一般計画

・浸水被害解消家屋数について、目標値には届かなかったものの、一定程度の進捗
が図られており、住民の安全・安心の向上を図ることが出来た。

②目標値の達成状況

指標 定義
目標と指標及
び目標値の

関連性
従前値 目標値 結果 適用

単位
基準
年度

目標
年度

年度

平成16年以降の主要洪水によ
り浸水を受けた家屋（1,162戸）
のうち、被災時と同程度の出
水に対し、 河川整備により浸
水被害が解消される家屋数。

戸
被災時と同程度の出水
に対して再度浸水させ
ないための対策

河川改修を進
めることにより、
再度災害の防
止を図る。

760 H27 864 H31 810 H31 未達成

長寿命化及び大規模地震によ
る二次被害を防止するための
耐震化を行うことで、非常時に
も稼働を確実にする施設数。

施設

長寿命化計画
を策定し、適切
な予防保全に
つなげる。

11 H27 19 H31 18 H31 未達成

12

◆ 重点計画

・浸水被害解消家屋数や耐震化施設数について、目標値には届かなかったものの、
一定程度の進捗が図られており、住民の安全・安心の向上を図ることが出来た。
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今後の方針

◆ 今後の方針

・この計画期間において、予算や事業環境により事業進捗に遅れが生じ、目
標指標は未達成となったが、「岐阜県強靭化計画」及び「新五流域総合治水対
策プラン」に基づき、新たな社会資本総合整備計画のもと、予算の確保に努め、
進捗が遅れた事業箇所も含め、ハード対策とソフト対策を組み合わせた総合
的な治水対策を計画的に実施し、安全・安心な県土づくりに努めていく。
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